
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【令和 2 年度 決算値】 浜田市 全国平均 
経常収支比 率(%) 114.81 110.91 
流動比率 (%) 139.20 350.79 
企業債残高 対給水収益 比率(%) 715.11 322.92 
料金回収率 (%) 90.81 100.85 
給水原価 (円) 206.37 167.10 
施設利用率 (%) 65.34 59.91 
有収率(%) 78.48 87.26 
有形固定資 産減価償却 率(%) 51.89 49.20 
管路経年化 率(%) 17.42 18.33 
管路更新率 (%) 0.36 0.60 
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  H29 H30 R1 R2 

給水人口 
(単位：人) 

試算値 53,399 52,838 52,284 51,736 

実績値 53,270 52,491 51,675 51,025 

差 △129 △347 △609 △711 

有収水量 
(単位：千㎥) 

試算値 6,386 6,303 6,238 6,140 

実績値 6,558 6,400 6,216 6,331 

差 172 97 △22 191 

企業債残高 
(単位:百万円) 

試算値 

 

8,793 8,323 7,872 

実績値 9,296 8,848 8,485 

差 503 525 613 

  浜田市 水道事業 経営戦略（R4～R13 概要版） 

1 経営戦略の見直し 

・国の補助金や一般会計からの繰入金を一助に運営してきた簡易水道事業を、平成 30 年度か
ら統合し一体的な運営に取り組んでいる水道事業ですが、統合効果を上回る規模で繰入金
が縮減し、収支見通しは厳しい見込みです。 

・令和元年 7 月に策定した「浜田市上水道事業施設耐震化・更新計画《アセットマネジメン
ト》」、令和 2 年 10 月に完了した水道料金の改定を踏まえ、平成 29 年 3 月に策定した経営
戦略を見直します。 

2 前経営戦略と実績の比較 

3 経営比較分析表を活用した現状分析 

5 経営の基本方針 

6 投資・財政計画 

7 経営戦略の事後検証、更新等に関する事項 

・人口減少、節水型機器の普及、節水意識の浸透などにより、水需要の減少傾向と比例して、
料金収入の減少は当面続いていくものと見込まれます。一方、電力や材料費の値上げにより
経費の増加が懸念されることから、業務の効率化や組織の改編を実行し、人件費削減等の継
続的な経費節減に努めます。 

・また、給水開始からかなりの年月が経過した施設や管路が本格的な更新時期を迎えている
ことから、老朽化した施設や管路の更新・改修を行い、また、災害に対応すべく基幹管路の
耐震化に取り組みます。 

本経営戦略の記載内容及び投資・財政計画（収支計画）は、概ね 5 年ごとの定期的な見直し
（ローリング）を行うこととし、環境変化等を踏まえた目標の再設定や戦略の修正・再策定の
検討など、必要な修正を行います。 

・給水人口の推計に乖離があったものの、有収水量は試算値とほぼ同等の実績を保っていま
す。これは、平成 30 年 11 月に着工した三隅発電所 2 号機の関連で、例年にはない現場作
業員等の流入人口があったためと推測します。 

・企業債については、返済額は概ね計画どおりですが、借入額は、見込みに比べ上振れしてお
り、後年の返済額増加は否めません。 

・全国平均と大きな差があるのが、
流動比率と企業債残高対給水収
益比率です。どちらも旧簡水エ
リアの事業に費やした膨大な企
業債の影響が大きいです。 

・有収率も全国平均と乖離し、平成
27 年度策定の「第 2 次浜田市水
道ビジョン」の数値（78.4％）と
ほぼ変化がありません。 

4 将来の事業環境 

給水人口の推移 
・R3 を基準に、R13

には約 1 万 3 千人
の減を見込みます。 

料金収入の推移 
・R3 を基準に、R13

には約 3 億円の減
を見込みます。 

「浜田市上水道事業施設耐震化・更新計画《アセットマネジメント》」から抜粋 
・第 1 次更新対象施設を抽出した施設全体の需要額は、全体で 161 億円であった。更新の平準

を図るため、（2020 年から）20 年間での年平均需要額は約 8 億円である。 
・更新事業に適応した国庫補助を活用した場合、実質の需要額は約 6 億 2 千万円である。 

経常損益の推移 
・R8 には赤字を見

込むため、水道料
金 の 見 直 し が 必
要です。 

企業債残高の推移 
・R12 から借入額が

返済額を上回る見
込みです。 

【単位：百万円】 

【単位：千円】 

【単位：千円】 

【単位：人】 
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浜田市水道事業経営戦略 

 

団 体 名 ： 島根県浜田市    

事 業 名 ： 水道事業    

策 定 日 ： 令和 4 年 8 月   

計 画 期 間 ： 令和 4 年度 ～ 令和 13 年度   

 

１．経営戦略の見直し  

 本市の水道事業は、昭和 9 年の給水開始以来、市民の皆様へ安心で安全な水道水の確保

と供給に努めてきたところですが、近年の人口の減少化傾向や節水型機器の普及により、

有収水量の減少傾向が続いており、給水収益の減少が水道事業経営に大きな影響を及ぼし

ています。 

 一方では、水道施設・管路の老朽化が進んでおり、耐用年数を経過した水道施設は年々

増加し、更新需要に対応する財源の確保が課題となっています。 

また、地震等の自然災害発生時の断水や給水制限を回避するため、配水管の耐震化率の

向上を図るなど、災害に強い水道施設の整備に取り組んでいく必要があります。 

さらに、国からの補助金や一般会計からの繰入金で収支均衡を図りながら運営されてき

た簡易水道事業を、国が示した方針に従い、平成 30 年度から上水道事業に統合し一体的な

運営に取り組んでいますが、統合効果を上回る規模で繰入金が縮減していくため、収支見

通しは明るくありません。 

平成 29 年 3 月に策定した経営戦略は、計画期間を平成 29 年度から平成 38 年度（令和 8

年度）までとしており現在も計画期間中ですが、令和元年 7 月に策定した「浜田市上水道

事業施設耐震化・更新計画（アセットマネジメント）」と令和 2 年 10 月に完了した水道料

金の改定を踏まえて経営戦略を見直します。 
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２．前経営戦略と実績の比較  

平成 29 年 3 月に策定した経営戦略の予測値と実績値の比較は次のとおりです。 

  H29 H30 R1 R2 

給水人口 

(単位：人) 

試算値 53,399 52,838 52,284 51,736 

実績値 53,270 52,491 51,675 51,025 

差 △129 △347 △609 △711 

有収水量 

(単位：千㎥) 

試算値 6,386 6,303 6,238 6,140 

実績値 6,558 6,400 6,216 6,331 

差 172 97 △22 191 

給水収益 

(単位：千円、

税抜) 

試算値 1,036,327 1,279,686 1,266,512 1,246,634 

実績値 1,033,375 1,069,216 1,103,916 1,186,556 

激変緩和繰入金 - 252,000 171,000 107,000 

差 △2,952 41,530 8,404 46,922 

一般会計繰入額 

(統合前の簡易水

道の高料金対策に

要する経費分) 

(単位：千円) 

試算値 

 

135,638 137,147 143,169 

実績値 136,185 176,583 167,802 

差 547 39,436 24,633 

企業債借入額 

(単位:百万円) 

試算値 

 

320 295 295 

実績値 80 320 411 

差 △240 25 116 

企業債返済額 

(単位:百万円) 

試算値 

 

758 765 746 

実績値 758 767 774 

差 0 2 28 

企業債残高 

(単位:百万円) 

試算値 

 

8,793 8,323 7,872 

実績値 9,296 8,848 8,485 

差 503 525 613 

 

（１）給水人口 

   給水人口の試算値と実績の乖離は年を追うごとに広がり、令和 2 年度での比較では

乖離率△1.37％となっています。「浜田市総合振興計画」の推計人口も実績値は下方に

乖離しており、今後の経営戦略では、より厳しく給水人口を推計する必要があります。

一方、三隅発電所関連に伴う流入人口について、影響を無視できない人口数となって

おり、本経営戦略では、三隅発電所対策室の予測を踏まえた給水人口を推計します。 

 

（２）有収水量 

   有収水量は試算値とほぼ同等の実績を保っています。これは、平成 30 年 11 月に着

工した三隅発電所 2 号機の関連で、例年にはない現場作業員等の流入人口があったた

めと推測します。令和 4 年度の竣工後はこの特需はなくなるものの、1 号機・2 号機と



3 

 

もに 3 年に一度の定期検査があるため、給水人口にこの影響を加え、本経営戦略に組

み込みます。 

 

（３）給水収益 

   前経営戦略では、平成 30 年 4 月に水道料金の改定を完了させる予定でしたが、激変

緩和措置を講じたことにより給水収益の実績値が試算値を下回っています。しかし、

一般会計からの繰入金を考慮すれば、試算値を上回ることになります。令和 2 年 10 月

に料金改定が完了したため、料金改定後の給水収益の見込みを経営戦略に反映します。 

 

（４）一般会計繰入金 

   国の繰出基準に基づいた「統合前の簡易水道の高料金対策に要する経費に係る繰出

金」は、平成 31 年度（令和元年度）に大幅な改定があったため、繰入金が著しく増額

となりました。しかし、6 年目以降は段階的に縮減され、統合後 10 年で皆減となる措

置に変更はありません。 

 

（５）企業債残高 

   平成 29 年度の簡易水道事業特別会計での借入金の見込みに差異があり、平成 30 年

度以降の企業債残高に約 5 億円の乖離があります。返済額は概ね計画どおりですが、

借入額は、令和元年 7 月に策定された「浜田市上水道事業施設耐震化・更新計画（ア

セットマネジメント）」に基づくと、前経営戦略時点の見込みより多くの企業債を借り

入れることとなります。 

 

 

◎総括 

給水人口の推計に乖離があったものの、給水収益と激変緩和繰入金との合算は試算

値を上回る数値を維持しています。企業債については、返済額は概ね計画どおりです

が、借入額は、前経営戦略時点の見込みに比べ上振れしており、後年の返済額増加は否

めません。 

令和 2 年 10 月に完了した料金改定により、令和 2 年度の決算においては、純利益 2

億 2,639 万円の黒字を維持し、現金預金も 13 億 8,550 万円を確保しています。当面の

水道事業経営は維持できますが、給水人口の減少による給水収益の減少や繰入金の縮

減等を考慮し、かつ「浜田市上水道事業施設耐震化・更新計画（アセットマネジメント）」

を遂行していくためには、水道事業の業務見直しを図りつつ、水道料金の見直しを検討

する必要があります。 

 

 

  



4 

 

３．事業概要  

（１） 事業の現況 

① 給水 

供 用 開 始 年 月 日 昭和 9 年 7 月 1 日 計 画 給 水 人 口 52,119 人 

法適（全部・財務） 

・ 非 適 の 区 分 
全部適用 

現 在 給 水 人 口 51,025 人 

有 収 水 量 密 度 0.461 千㎥／ha 

 

本市の水道事業は、昭和 9 年に当時の浜田町、石見村の一部で給水を開始して以来、産

業の振興や住宅地の開発などに伴う水需要の拡大に対応し、公衆衛生の向上を図るため、

順次の区域拡張事業を実施してまいりました。 

昭和 30 年には、第１期拡張事業が認可され、給水区域は長沢町・浅井町～港町・瀬戸ヶ

島地区へと拡大しました。 

昭和 44 年には、第 3 期拡張事業により、熱田町・長浜町～治和町・津摩町、内田町・内

村町地区も給水区域となりました。 

昭和 55 年には、第 4 期拡張事業により、生湯町・河内町・野原町・西村町地区も給水区

域となりました。 

平成 11 年度からは、中山間地域の水道未普及地域解消事業に着手し、後野・佐野・宇津

井地区での給水を開始するとともに、三階・長見地区、横山・田橋地区も給水区域に取り

込み、平成 21 年には櫟田原・鍋石地区でも給水を開始したことから、旧浜田市内のほとん

どの地域が給水区域となりました。 

平成 30 年 4 月から、金城・旭・弥栄・三隅地区の簡易水道 8 事業と事業統合し、中央監

視による各施設の一元管理や統廃合による合理化・効率化を進める等、経営基盤の強化に

取り組んでいます。各地区の概要については以下のとおりです。 

 

金城地区には、事業統合前まで雲城波佐簡易水道事業と今福美又簡易水道事業の 2 事業

があり、いずれも昭和 46 年に給水開始しました。 

雲城波佐簡易水道事業は、昭和 53 年に雲城簡易水道と波佐簡易水道を統合し、今福美又

簡易水道事業は、平成 2 年に岩塚飲料水、今福簡易水道及び美又簡易水道を統合し、区域

拡張を行いながら平成 30 年度の事業統合に至りました。 
 

旭地区の事業統合前までの簡易水道事業は 1 事業で、昭和 46 年に給水開始して以来、

昭和 50 年に今市地区簡易水道及び木田地区簡易水道を統合し旭簡易水道となり、平成 7

年に市木地区簡易水道及び都川地区簡易水道を統合し、新旭簡易水道事業となりました。 

平成 12 年には新都川浄水場を建設し、平成 14 年に来尾地区簡易給水施設を統合、平成

15 年に市木浄水場を建設し、平成 30 年度の事業統合に至りました。 

また、「島根あさひ社会復帰促進センター」の設置に伴い、戸川水源の改良や膜ろ過施

設の整備を行っています。 
 

弥栄地区の事業統合前までの簡易水道事業は 1 事業で、昭和 57 年に給水開始し、平成

9 年に稲代六歩谷簡易水道、野坂簡易水道及び高内簡易水道を統合し、区域拡張や新弥栄
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水源を新設し、平成 30 年度の事業統合に至りました。 
 

三隅地区の事業統合前までの簡易水道事業は三保簡易水道事業、平原簡易水道事業、西

の谷簡易水道事業及び河内簡易水道事業の 4 事業がありました。 

三保簡易水道事業は昭和 33 年に給水開始し、昭和 51 年に須津簡易水道、平成 24 年に

三隅簡易水道を統合し、平成 30 年度の事業統合に至りました。 

平原簡易水道事業は平成 6 年に給水開始し、平成 9 年に第 2 水源を新設、西の谷簡易水

道事業は平成 17 年に三保簡易水道事業から分水により給水を開始、河内簡易水道事業は平

成 17 年に給水を開始し、平成 22 年に井川地区へ給水拡張し、平成 30 年度の事業統合に至

りました。 

 

 

② 施設 

水 源 地下水・伏流水 

施 設 数 
浄水場設置数 16 

管 路 延 長 1,164km 
配水池設置数 96 

施 設 能 力 22,114 ㎥／日 施 設 利 用 率 78.1％ 

 

【浄水施設の概要】 

 
浄水場 地区 原水の種類 浄水処理方法 

一日平均浄水量

（㎥/日） 

1 美川浄水場 浜田 浅井戸水 消毒のみ 13,331 

2 黒川水源地 浜田 浅井戸水 消毒のみ 2,349 

3 大麻水源地 浜田 浅井戸水 消毒のみ 63 

4 国府水源地 浜田 浅井戸水 消毒のみ 1,499 

5 小国浄水場 金城 浅井戸水 急速ろ過 101 

6 波佐浄水場 金城 浅井戸水 膜ろ過 873 

7 市木浄水場 旭 浅井戸水 膜ろ過 62 

8 新都川浄水場 旭 浅井戸水 急速ろ過 730 

9 新戸川浄水場 旭 浅井戸水 膜ろ過 520 

10 野坂浄水場 弥栄 浅井戸水 膜ろ過 18 

11 弥栄浄水場 弥栄 伏流水 急速・緩速ろ過 240 

12 稲代六歩谷浄水場 弥栄 浅井戸水 緩速ろ過 29 

13 高内浄水場 弥栄 伏流水 緩速ろ過 60 

14 三保浄水場 三隅 浅井戸水 紫外線処理 2,032 

15 平原第 3 水源地 三隅 深井戸水 消毒のみ 50 

16 河内浄水場 三隅 浅井戸水 膜ろ過 157 
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③ 料金 

料金体系の概要・考え方 
本市の水道料金体系は、口径別の基本料金に従量料金を加算

する料金体系を採用しています。 

料金改定年月日 

（消費税のみの改定は含まない） 
令和 2年 10 月 1 日 

 

 

 

   

                                                                

口 径 13 ミリ 20 ミリ 
25 ミリ 

30 ミリ 
40 ミリ 50 ミリ 75 ミリ 100 ミリ 150 ミリ 

料 金 924 990 1,430 3,410 6,820 10,120 34,320 39,270 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

使用 

水量 
10 ㎥以下 

11 ㎥超過～ 

20 ㎥以下 

21 ㎥超過～ 

50 ㎥以下 

51 ㎥超過～ 

500 ㎥以下 

501 ㎥超過～ 

1,000 ㎥以下 
1,001 ㎥超過 

料 金 93.5 165 203.5 242 225.5 209 

少量使用家庭 口径 13 ミリ、使用水量 10 ㎥の場合 1,859 

標準家庭 口径 13 ミリ、使用水量 20 ㎥の場合 3,509 

現行の料金水準について 

基本料金(メーター使用料を含む) 

従量料金(使用水量 1㎥につき) 

1 ヶ月当たり水道料金の例 
【単位：円(税込)】 

【単位：円(税込)】 

【単位：円(税込)】 
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④ 組織（令和 4 年 4 月 1 日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

上下水道部

管理課

企画経理係

料金係

工業用水道係

工務課

計画係

工務係

水源係

下水道課

管理係

施設係

整備係

本市上下水道部は、3 課 9 係体制となっています。このうち、上水道事業に係る組織体制は、管理課、工

務課の 2 課、企画経理係、料金係、工務係、計画係、水源係の 5 係体制となっています。 

職員数は、損益勘定支弁職員 29 名、資本勘定支弁職員 6 名、の計 35 名であり、一般行政職 11 名、水

道技術職 10 名、会計年度任用職員 14 名となっています。（下記の組織図参照） 

浜田市上下水道部組織図 

部長 1 名 

課長 1 名 

係員 6 名 

係員 2 名 

会計年度任用職員 7名 

係員 4 名 

会計年度任用職員 4名 

係員 2 名 

会計年度任用職員 3名 

浜田市上下水道部には、水道事業会計のほか、工業用水道事業会計、公共下水道事業会計、農業用集落排

水事業特別会計、漁業集落排水事業特別会計、生活排水処理事業特別会計の 6 の事業会計があります。 

水道事業会計支弁職員数は、上下水道部長以下、

合計 35 名となっています。(令和 4 年度) 

・予算、決算、経理、契約 

・水道料金、給水工事金、その他収入 

・水道施設の新設、改良事業の計画、設計、

施工管理 

・水道施設の維持管理 

・水源地の保守、水質管理 

課長 1 名 

係員 4 名 
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（２）これまでの主な経営健全化の取組 

本市の水道事業は、昭和 9 年に給水開始して以来、順次の拡張事業を実施し、平成 17 年 10 月の市町

村合併以降は、退職職員の不補充や水道メーター検針及び開閉栓業務、給水管修繕等の業務の民間委

託を行いながら、経営改善に努めてきました。 

平成 30 年 4 月には上水道事業と簡易水道事業を統合し、水道事業に携わる正規職員数は、28 人（Ｈ22

年度）から 21 人（R4 年度）に 7 人削減となっています（下図①参照）。 

また、財務基盤の強化を図るため、平成 21 年度以降、企業債による資金調達を行わず、損益勘定留保

資金等の内部留保資金のみで建設改良事業を実施したことにより、企業債残高の約 18 億円の削減を図

りました（下図②参照）。平成 30 年 4 月には、経営基盤が弱く、建設改良事業の財源を企業債に頼ってい

た簡易水道事業を事業統合し、企業債残高が大幅に増大し、建設改良事業に企業債を充当することとなり

ました。事業統合メリットを活用し、適切な建設改良事業を施工しながらも企業債残高が削減できるよう、さ

らなる経営改善に取り組みます。 

水道料金については、平成 17 年 10 月の市町村合併以降、旧市町村ごとに水道料金表が異なっていま

したが、不公平性の解消と老朽管路の更新費用調達のため、平成 30 年 10 月から料金表の改定を行いま

した。改定は、激変緩和の観点から 3 か年で段階的に実施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

28 28

26 26 26
25

24
23 23 23 23

22
21

20
21
22
23
24
25
26
27
28
29

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 

職員数 28 28 26 26 26 25 24 23 23 23 23 22 21 

水道事業職員の推移 

【単位：人】 

【 図① 】 【単位：人】 
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 区分 ～平成 30 年 9 月 
令和 2 年 10 月～ 

（料金統一） 

増加額 

（消費税増税分も

加味） 

(1) 

少量使用家庭 

口径 13 ミリ 

1 か月分 

使用水量：10 ㎥ 

浜田 1,324 

1,859 

535 

金城・旭・弥栄 2,073 △214 

三隅 1,604 255 

(2) 

標準使用家庭 

口径 13 ミリ 

1 か月分 

使用水量：20 ㎥ 

浜田 2,674 

3,509 

835 

金城・旭・弥栄 4,017 △508 

三隅 2,879 630 

(3) 

小規模事業者 

口径 25 ミリ 

1 か月分 

使用水量：200 ㎥ 

浜田 40,085 

46,420 

6,335 

金城・旭・弥栄 39,052 7,368 

三隅 25,861 20,559 

(4) 

大規模事業者 

口径 40 ミリ 

1 か月分 

使用水量：800 ㎥ 

浜田 165,041 

188,650 

23,609 

金城・旭・弥栄 155,952 32,698 

三隅 132,915 55,735 

 

 

 

 

 

5,548 5,363 5,165 4,952 4,720 4,471 4,216 3,975

3,688

9,296
8,848 8,485

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

年度 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 

企業債

残高 
5,548 5,363 5,165 4,952 4,720 4,471 4,216 3,975 3,688 9,296 8,848 8,485 

【単位：百万円】 
企業債残高の推移 

【 図② 】 【単位：百万円】 

水道料金表の推移（抜粋） 

【単位：円（税込）】 
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（３）経営比較分析表を活用した現状分析 

 

 

 

 

 

 

①経常収支比率（％） 

経常収支比率は、当該年度において、給水収益や一般会計からの繰入金等の収益で、維

持管理費や支払利息等の費用をどの程度賄えているかを表す指標です。 

当該指標は、単年度の収支が黒字であることを示す 100％以上となっていることが重要

です。数値が 100％未満の場合、単年度の収支が赤字であることを示しているため、経営改

善に向けた取り組みが必要です。 

全国平均との比較ができる令和 2 年度までの状況では、本市の経常収支比率は 100％を

超えており、健全な経営運営であるといえます。 

 

 

②流動比率 

短期的な債務に対する支払能力を表す指標です。当該指標は、１年以内に支払うべき債

務に対して支払うことができる現金等がある状況を示す100％以上であることが必要です。

一般的に 100％を下回るということは、１年以内に現金化できる資産で、１年以内に支払

わなければならない負債を賄えておらず、支払能力を高めるための経営改善を図っていく

必要があります。 

本市は、100％以上であるものの全国平均からは大きく下回っています。要因は、企業債

の単年度償還額が多額であり流動負債額を押し上げているためです。特に旧簡易水道事業

の企業債償還額が大きな割合を占めており、引き続き企業債の縮減に努める必要がありま

す。 

102.68 106.92
109.26

112.25

115.60 114.81

109.64
110.95 110.68

111.44 111.17 110.91

95

100

105

110

115

120

H27 H28 H29 H30 R01 R02

経常収支比率（％）

浜田市 全国平均

「経営比較分析表」の意義 

 経営及び施設の状況を表す経営指標を活用し、当団体の経年比較や全国平均との比較、複数の指

標を組み合わせた分析を行うことにより、経営の現状及び課題を的確かつ簡明に把握することが可

能になります。 
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③企業債残高対給水収益比率（％） 

給水収益に対する企業債残高の割合であり、企業債残高の規模を表す指標です。当該指

標については、明確な数値基準はなく、経年比較や類似団体との比較等により自団体の置

かれている状況を把握・分析し、適切な数値となっているかを分析します。 

簡易水道事業を統合した平成 30 年度以降は、全国平均と比べると明らかに比率が高く、

旧簡易水道事業の企業債残高がかなり多いことが分かります。企業債は一般的に、水道施

設の更新事業に充当されますが、施設老朽化の状況も全国平均と比べると芳しくないため、

比率を下げつつ更新事業を維持するためには、企業債以外の収入で賄う、つまり給水収益

を増やす必要があり、さらなる料金の見直しを検討する必要があります。 

 

 

④料金回収率（％） 

給水原価に対する供給単価の割合を表します。この回収率が高いほど料金の収益性が良

219.13
188.57

237.79

107.24 123.45 139.20

371.31 377.63
357.34 349.83 360.86 350.79

0

50

100

150

200

250

300

350

400

H27 H28 H29 H30 R01 R02

流動比率（％）

浜田市 全国平均

537.14 512.83 478.06

869.38
801.55

715.11

373.09 364.71 373.69
314.87 309.28 322.92

0

200

400

600
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1000

H27 H28 H29 H30 R01 R02

企業債残高対給水収益比率（％）

浜田市 全国平均
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く、100%を下回っている場合は、給水にかかる費用を給水収益以外で賄っていることを示

します。 

 

 

⑤給水原価（円） 

有収水量 1 ㎥あたりについて、どれだけの費用がかかっているかを表す指標です。 

当該指標については、明確な数値基準はなく、経年比較や類似団体との比較等により自

団体の置かれている状況を把握・分析し、適切な数値となっているか分析します。 

簡易水道事業を統合した平成 30 年度以降は、全国平均を超え、旧簡易水道地域の給水原

価がかなり高いことが分かります。地域性によりやむを得ない状況であり、一般会計から

の繰入金の対象となっています。 

 

 

⑥有収率（％）及び ⑦施設利用率（％） 

有収率は、施設の稼動が収益につながっているかを判断する指標です。当該指標は、100％

94.4 99.39 100.98

78.61
84.99

90.81

99.99 100.65 99.87 103.54 103.32 100.85

0

20
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料金回収率（％）

浜田市 全国平均

165.17 156.89 154.22

212.53 208.96 206.37

171.15 170.19 171.81 167.46 168.56 167.10

0
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給水原価（％）

浜田市 全国平均
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に近ければ近いほど施設の稼働状況が収益に反映されていると言えます。数値が低い場合

は、水道施設や給水装置を通して給水される水量が収益に結びついていないため、漏水や

メーター不感等といった原因を特定し、その対策を講じる必要があります。 

施設利用率は、一日配水能力に対する一日平均配水量の割合であり、施設の利用状況や

適正規模を判断する指標です。一般的には高い数値であることが望まれ、数値が低い場合

には、施設が遊休状態ではないかといった分析が必要です。 

本市の有収率は全国平均に比べると低く、水道本管・支管からの漏水が推察されます。

高い施設利用率が給水収益につながっていないため、老朽化更新事業を進め、徐々に改善

していく必要があります。 

 
 

 

 

○老朽化の状況について 

①有形固定資産減価償却率（％） 

有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却がどの程度進んでいるかを表す指標で、資

産の老朽化度合を示しています。一般的に、数値が 100％に近いほど、保有資産が法定耐用

78.3 76.5
73.6

79.2 78.9
83.8

77.9

97.2

80.2 78.48
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令和2年度 地区別有収率（％）

60.68 59.63 59.63

67.27
64.33 65.34

58.53 59.01 60.03 59.46 59.51 59.91
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85.26 85.37 84.81
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50

55

60

65

70

75

80

85

90

H27 H28 H29 H30 R01 R02

施設利用率 及び 有収率（％）

施設利用率-浜田市 施設利用率-全国平均 有収率-浜田市 有収率-全国平均
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年数に近づいていることを示しており、将来の施設の更新等の必要性を推測することがで

きます。 

また、他の老朽化の状況を示す指標である管路経年化率や管路更新率の状況を踏まえ分

析する必要があると考えられ、施設の更新等の必要性が高い場合などには、更新等の財源

の確保や経営に与える影響等を踏まえた分析を行い、必要に応じて経営改善の実施や投資

計画等の見直しなどを行う必要があります。 

本市の有形固定資産減価償却率は、年々増加傾向にあり、全国平均と比べ高い割合とな

っています。 

 

 

 

 

②管路経年化率（％） 

法定耐用年数を超えた管路延長の割合を表す指標で、管路の老朽化度合を示しています。
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一般的に、数値が高い場合は、法定耐用年数を経過した管路を多く保有しており、管路の

更新等の必要性を推測することができます。 

また、管路経年化率が低い場合であっても、今後耐用年数に達し更新時期を迎える管路

が増加すること等が考えられるため、事業費の平準化を図り、計画的かつ効率的な更新に

取り組む必要があります。 

本市の管路経年化率は、年々増加傾向にあり、全国平均と比べ低い割合となっています。 

 

 

③管路更新率（％） 

当該年度に更新した管路延長の割合を表す指標で、管路の更新ペースや状況を把握でき

ます。数値が 1％の場合、すべての管路を更新するのに 100 年かかる更新ペースであるこ

とがわかります。 

本市の管路更新率は依然として低い水準にあり、現行の更新水準では更新需要に追いつ

かない状況にあるため、更新スピードを速める必要があります。 
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◎総括 

【令和 2 年度 決算値】 浜田市 全国平均 差 

経常収支比率(%) 114.81 110.91 3.9 
流動比率(%) 139.20 350.79 △211.59 
企業債残高対給水収益比率(%) 715.11 322.92 392.19 
料金回収率(%) 90.81 100.85 △10.04 
給水原価(円) 206.37 167.10 39.27 
施設利用率(%) 65.34 59.91 5.43 
有収率(%) 78.48 87.26 △8.78 
有形固定資産減価償却率(%) 51.89 49.20 2.69 
管路経年化率(%) 17.42 18.33 △0.91 
管路更新率(%) 0.36 0.60 △0.24 

 

全国平均と比べて数値に明らかな差があるのが、流動比率と企業債残高対給水収益

比率の 2 つです。どちらも旧簡水エリアの事業費に充当した膨大な企業債の影響が大

きく、早急な改善は非常に困難です。 

また、有収率についても全国平均と大きな差があります。毎年度実施している漏水

調査によって平成 27 年度に策定した「第 2 次浜田市水道ビジョン」と同水準

（78.4％）を維持していますが、さらなる原因調査を進め、改善が必要とされます。 
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４.将来の事業環境 

 （１）給水人口の予測 

本市の給水人口は減少傾向を示しており、少子高齢化により、今後も人口の減少傾向は続くものと

見込まれます。 

給水人口の推移については、2009 年度から 2020 年度の曲線的な年度間変化を回帰分析という統計

手法を用いることで給水人口の将来推計を行っています。（下記を参照） 

また、三隅火力発電所の建設や定期点検による人口流入の影響を加算しています。 

 

  

 

                      

 

年度 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 

給水人口 49,948 48,983 47,975 46,923 45,828 44,689 43,506 42,280 41,011 39,697 38,341 

火電関係

流入人口 

約1,600 約 100 0 約 500 約 500 0 約 500 約 500 0 約 500 約 500 

三隅火力発電所 2
号機建設。令和 4
年度中竣工予定  

 
1 号機
点検 

2 号機
点検 

 1 号機
点検 

2 号機
点検 

 1 号機
点検 

2 号機
点検 

合計 51,548 49,083 47,975 47,423 46,328 44,689 44,006 42,780 41,011 40,197 38,841 

 

 

 

 

35,000

40,000

45,000

50,000

55,000

60,000

給
水
人
口

給水人口推計値

推計値
実績値

51,548 
49,083 47,975 47,423 46,328 

44,689 44,006 42,780 
41,011 40,197 

38,841 

38,000

43,000

48,000

53,000

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13

給水人口の推移試算 

給水人口等の推移試算グラフ 

【単位：人】 

【単位：人】 

実績値が年々減少幅が大きくなる曲線的な減
少の動きを示しているため、この動きを延長し
て将来推計を行わないと、給水人口の減少幅
を少なく見積もってしまう可能性があります。 
したがって回帰分析によってこの実績値の動き
をつかまえて、推計を行っています。 

H17 H22 H27 R2 R7 R12 R17 
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（２）水需要の予測 

給水人口の減少、節水型機器の普及などにより、水需要は今後も減少傾向を示すものと見込まれます。

（推移試算については、下図のとおり） 

 

 

 

 

 

 

 

年    度 H30 R1 R2 R3 4 か年平均 

年間有収水量（㎥） 6,400,027 6,216,172 6,331,451 6,167,498  

給水人口＋火電関係流入人口（人） 53,491 52,775 52,625 51,548 

年間日数（日） 365 366 365 365 

給水人口 1 人当たりの有収水量(㎥/日) 0.3278 0.3218 0.3296 0.3278 0.3268 

                  

                                                                【単位：千㎥/年】 

年  度 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 

給水人口 

＋火電関係流入人口

（人） 

49,083 47,975 47,423 46,328 44,689 44,006 42,780 41,011 40,197 38,841 

年間有収水量(千㎥) 5,855 5,738 5,656 5,526 5,330 5,263 5,103 4,892 4,795 4,646 

 

 

 

 

 

5,854,600
5,738,148

5,656,405
5,525,735

5,330,460
5,263,446

5,102,700

4,891,730
4,794,640

4,645,638

4,600,000

4,800,000

5,000,000

5,200,000

5,400,000

5,600,000

5,800,000

6,000,000

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13

有収水量の試算方法 

年間有収水量（㎥）＝ 給水人口（人）×1人当たり有収水量(4 か年平均)(㎥/日)×日数 

有収水量の推移試算 

有収水量の推移試算グラフ 

【単位：㎥】 
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（３） 料金収入（給水収益）の見通し 

給水人口の減少により、水道料金収入についても今後の減少傾向を見込んでいます。 

平成 30 年度から段階的に料金改定を行い、令和 2 年 10 月には水道料金を全市統一しました。改定後の料

金、有収水量と給水人口の将来見込みを勘案して料金収入の見通しを作成しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

料金改定後の令和 3 年度の料金収入見込みは、約 1,219,481 千円（税抜）で、有収水量見込

みは、6,167,498 ㎥です。したがって、供給単価は、約 198 円/㎥となり、この単価を基に将来推計

を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,219,481

1,171,524

1,136,153
1,119,968

1,094,096

1,055,431
1,042,162

1,010,335

968,563
949,339

919,836

900,000

950,000

1,000,000

1,050,000

1,100,000

1,150,000

1,200,000

1,250,000

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13

年度 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 

給水

収益 
1,219 1,172 1,136 1,120 1,094 1,055 1,042 1,010 969 949 920 

料金収入(給水収益)試算の考え方 

「供給単価」の見込み 

年間料金収入(円) ＝ 供給単価（円/㎥） × 年間有収水量（㎥） 

料金収入の推移試算 

【単位：百万円(税抜)】 

料金収入の推移試算グラフ 

【単位：千円(税抜)】 
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（４）施設の見通し 

水道施設、管路などの老朽化度合いが進みつつあることから、中長期的観点からの計画的な更新

を行い、施設能力の維持・向上に取り組む必要があります。 

施設の重要度、老朽度を勘案したうえで、予防保全的な補修などにより、施設の長寿命化を図り、

更新費用の逓減を図るため、令和元年 7 月に「浜田市上水道事業施設耐震化・更新計画（アセット

マネジメント）」を作成しました。今後はこの計画を基に優先順位を見極め、適切な更新投資を実施

します。 

また、「浜田市上水道事業施設耐震化・更新計画（アセットマネジメント）」上の優先順位は低いな

がらも、全体的な工事費の抑制を目的に、道路更新工事や市街地下水道新設事業といった他の事業

に付帯した管路更新工事を実施します。 

 

 

 

「浜田市上水道事業施設耐震化・更新計画」から抜粋 

第 1次更新対象施設を抽出した施設全体の需要額を、グラフ化した。更新需要額は、全体で 161 億

円であった。更新の平準を図るため、20 年間での年平均需要額は約 8億円である。 

更新事業に適応した国庫補助を活用した場合、実質の需要額は約 6億 2千万円である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○今後見込まれる付帯工事 

県道浜田八重可部線事業（後野）、県道美川周布線事業（穂出）、県道益田種三隅線事業（西河内）

市街地下水道新設に伴う下水管敷設事業 

 

「浜田市上水道事業施設耐震化・更新計画（アセットマネジメント）」 

他事業付帯工事費 
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（５）組織の見通し 

上下水道部の経理部門・料金徴収部門を統合し、組織の合理化を図ります。具体的には、下水道課

管理係の業務を管理課企画経理係及び料金係に分割して統合し、令和 4年 10 月から 3課 8係体制と

します。このことにより、職員数は、損益勘定支弁職員 28 名、資本勘定支弁職員 6 名、の計 34 名

であり、一般行政職 11 名、水道技術職 10 名、会計年度任用職員 13 名となります（下記の組織図参

照）。 

今後も、各課の既存業務を見直し、上下水道部として最も効率の良い組織体制を構築し、組織のス

リム化を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

上下水道部

管理課

企画経理係

料金係

工業用水道係

工務課

計画係

工務係

水源係

下水道課
施設係

整備係

浜田市上下水道部組織図 

部長 1 名 

課長 1 名 

係員 6 名 

係員 2 名 

会計年度任用職員 7名 

係員 4 名 

会計年度任用職員 4名 

係員 2 名 

会計年度任用職員 2名 

浜田市上下水道部には、水道事業会計のほか、工業用水道事業会計、公共下水道事業会計、農業用集落排

水事業特別会計、漁業集落排水事業特別会計、生活排水処理事業特別会計の 6 の事業会計があります。 

水道事業会計支弁職員数は、上下水道部長以下、

合計 34 名となります。(令和４年１０月) 

・予算、決算、経理、契約 

・水道料金、給水工事金、その他収入 

・水道施設の新設、改良事業の計画、

設計、施工管理 

・水道施設の維持管理 

・水源地の保守、水質管理 

課長 1 名 

係員 4 名 
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５.経営の基本方針 

本市の水道事業は、「きれいで安心して飲める水道水を断水することなく安定して供給する」ことを基本方

針としています。 

この基本方針に基づき、目標とすべき以下の３つの施策に取り組んでまいります。 

１． 経営基盤の強化と計画的な事業の推進 

２． 安心・安全な水道水の確保 

３． 安定した給水の確保と事故・災害の対応 

 

令和 13 年度の料金収入は令和 3 年度に比べて約 3 億円減少すると見込んでいます。人口減少、節水型

機器の普及、節水意識の浸透なども加わって、水需要の減少傾向と比例して、料金収入の減少は当面続い

ていくものと見込まれます。 

しかし、給水開始からかなりの年月が経過し、施設や管路の本格的な更新時期を迎えていることから、老

朽化した施設や管路の更新・改修が避けて通ることのできない課題となっています。全国平均に比べ低い管

路更新率を上げることも一つの課題です。 

このような厳しい経営環境のもとで、持続可能な水道事業経営を行っていくためには、継続的な経費節減

に努めるとともに、水道料金の見直しにより給水収益を安定的に確保し、中長期的観点から計画的な施設

や管路の更新に継続的に取り組んでいく必要があります。 
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６.投資・財政計画（収支計画） 

（１）投資・財政計画（収支計画）：別紙１のとおり 

 

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明 

① 収支計画のうち投資についての説明 

施設・設備の更新事業については、「浜田市上水道事業施設耐震化・更新計画」に基づき、施設

の老朽化の進行状況等を踏まえて投資額を平準化しながら、将来を見据えた更新をすすめてまいりま

す。また、全体的な工事費の抑制を目指し、道路更新工事や市街地下水道新設事業といった他の事業

に付帯した管路更新工事を実施します。 

 

 

 

 

○「浜田市上水道事業施設耐震化・更新計画」 

年  度 
R4 

（予算） 
R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 

建設改良費 748,383 805,269 805,269 805,269 805,269 805,269 805,269 805,269 805,269 805,269 

国庫補助金 116,666 188,103 188,103 188,103 188,103 188,103 188,103 188,103 188,103 188,103 

実質負担額 631,717 617,166 617,166 617,166 617,166 617,166 617,166 617,166 617,166 617,166 

 

○他事業付帯の管路更新工事費 

年  度 
R4 

（予算） 
R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 

建設改良費 213,060 200,000 400,000 400,000 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000 

工事負担金 148,931 120,000 180,000 180,000 120,000 120,000 120,000 120,000 120,000 120,000 

実質負担額 64,129 80,000 220,000 220,000 80,000 80,000 80,000 80,000 80,000 80,000 

※R6、R7 は市街地下水道整備事業がピークを迎えることから、2 億円ずつを増加させています。 

 

 

 ② 収支計画のうち財源についての説明 

 

 

１．水道料金 ： （3）料金収入の見通し（17 頁）で試算した数字を計上しています。 

２．一般会計繰入金 ： 「統合前の簡易水道の高料金対策に要する経費」、「統合前の簡易水道の建設改良

費に要する経費(企業債に係る元利償還金の 2 分の 1)」及び「統合後の簡易水道の建設改良費に要する

経費(企業債に係る元利償還金の 2 分の 1)」を総務省が示す公営企業繰出基準に基づき計上していま

す。 

３．企業債 ： 建設改良事業に充てる企業債の借入れについては、事業費に国庫補助を充当した残額が 6

億円を上回る年度については、借入額を建設改良費の 70％程度を上限に額を計上しています。 

※ 赤字補てんとしての一般会計繰入金は計上していません。 

建設改良事業費の投資計画 

【単位：千円(税込)】 

【単位：千円(税込)】 
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年  度 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 

繰入見込額 154,496 136,105 107,152 64,109 31,352 9,112 0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年  度 
R4 

(予算) 
R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 

企業債借入額 422 432 572 572 432 432 432 432 432 432 

企業債返済額 ▲795 ▲742 ▲690 ▲668 ▲645 ▲611 ▲509 ▲436 ▲390 ▲372 

差引増減額 ▲373 ▲310 ▲118 ▲96 ▲213 ▲179 ▲77 ▲4 42 60 

企業債残高 7,979 7,669 7,551 7,455 7,242 7,063 6,986 6,982 7,024 7,084 

 

当市の旧簡易水道エリアは、自然条件等により建設改良費が割高となってしまい、資本費が高額となって

高水準の料金設定をせざるを得ないことから、水道料金の格差縮小に資するため、資本費の一部について

国が示す公営企業繰出基準に基づく一般会計からの繰入金があります。なお、その繰入金に対しては国か

らの交付税措置が講じられています。 

この基準内の繰入金は上水道事業との統合後皆減となりますが、統合後 10 年間は、激変緩和措置

として「統合前の簡易水道の高料金対策に要する経費」に対する一般会計からの繰入金が継続されま

す。ただし、簡易水道統合後の 6年目（令和 5年）から段階的に削減されるため、さらなる経費節減

とともに水道料金の見直しについて、検討を始める必要があります。 

令和元年 7 月に策定された「浜田市上水道事業施設耐震化・更新計画（アセットマネジメント）」

に基づき、事業費に国庫補助を充当した残額が 6億円を上回る年度については、約 70％を上限に企業

債で賄うこととします。 

なお、令和 3年度の繰出基準改正に伴い、簡易水道事業を統合した上水道事業体に対しては、旧簡

易水道エリアの建設改良事業（地方単独事業に限る。）に地方債を活用する場合、企業債の償還に係る

元利償還金の 2 分の 1 を基準内の繰入金として一般会計から補填されることとなります。 

さらに、交付税措置が手厚い過疎債についても、令和 3 年度から旧簡易水道エリアの建設改良事業に

活用できることとなったため、市長部局と調整し、可能な限り過疎債を活用します。 

令和 12 年度以降は、借入額が返済額を上回る見込みとなり、企業債残高は増加に転じます。 

一般会計からの基準内繰入金 

「統合前の簡易水道の高料金対策に要する経費」の概要 

一般会計繰入金(統合前の簡易水道の高料金対策に要する経費分)の推移試算 

企業債の借入見込額と返済見込額 

激変緩和措置として、統合後 10 年間（統合は平成 30 年度）は地方財政措置が講じられ、一般会計か

らの基準内繰入金となります。6 年目以降は、段階的に縮減され、令和 10 年度には皆減となります。 

【単位：千円】 

【単位：百万円】 

企業債について 
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③収支計画のうち投資以外の経費についての説明 

※投資以外の経費の試算の考え方 

１．委託料：現行の委託形態が継続することを前提として、直近 3 年間の平均額を計上しています。 

２．修繕費：資材高騰や老朽化の進行による各施設の修繕箇所の増が見込まれることから、令和 5年度

以降の見込みは、直近の決算値である令和 2年度をベースに毎年度 3％程度加算します。 

３．動力費：直近 3 年間の配水量と動力費の平均値を基準に、1 ㎥当たり動力費を毎年度 1％程度加算し

ます (下表を参照)。 

４．人件費：事務の効率化や組織の改編を実行し、令和 5 年度には正規職員 1 名を会計年度任用職員に置

き換え、令和 8 年度には正規職員の 1 名減を想定し試算しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年  度 H30 R1 R2 平均値 

年間動力費（円） 122,260,460 119,548,506 111,434,695 117,747,887 

年間配水量（㎥） 8,307,040 7,965,050 8,067,806 8,113,299 

1 ㎥当たり動力費（円/㎥） 14.718 15.009 13.812 14.5 

有収率（％） 77.04 78.04 78.48 77.85 

 

8,352 
7,979 7,669 7,551 7,455 7,242 7,063 6,986 6,982 7,024 7,084 

0
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2,000

3,000

4,000

5,000
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7,000

8,000

9,000

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13

企業債残高推移見込グラフ 

【単位：百万円】 

動力費試算の考え方 

年間動力費(円) ＝ 試算年間配水量（㎥）× 1 ㎥当たり動力費（円/㎥） 

試算年間配水量（㎥）＝ 試算年間有収水量（㎥） ÷ 有収率過去 3年平均（％） 

１㎥当たり動力費は、燃料価格の乱高下に伴い電気料金の予測が立て辛いことから、過去 3 か

年の平均値を利用し、毎年度 1％程度を加算して試算しています。 
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年  度 
R4 

(予算) 
R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 

試算年間有収

水量（千㎥） 

 

5,738 5,656 5,526 5,330 5,263 5,103 4,892 4,795 4,646 

過去 3 年平均

有収率（％） 
77.85 77.85 77.85 77.85 77.85 77.85 77.85 77.85 77.85 

試算年間配水

量（千㎥） 
7,371 7,266 7,098 6,847 6,761 6,555 6,284 6,159 5,967 

1 ㎥当たり動

力費（円/㎥） 
14.7 14.8 15.0 15.1 15.3 15.4 15.6 15.7 15.9 16.0 

年間動力費

（円） 
117,461 109,122 108,644 107,195 104,441 104,159 101,988 98,749 97,757 95,666 

 

 

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要 

  ①投資について検討状況等 

民間の資金・ノウハウ等の活用    

（ P F I ・ D B O の 導 入 等 ） 

業務の効率化や経費節減を図るため、検針業務や給配水管修繕業務

の民間委託化を行っていますが、今後も公営企業として、市民のライフ

ラインを守るという水道事業の経営責任を確保したうえで、効率的なサ

ービス提供を図るため、新たな民間活用策について検討を進めます。 

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合 

（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ） 

浄水場や配水池などの水道施設は、近隣市町村との広域化運用も視

野に入れつつ統廃合を検討し、将来的な維持管理コストの削減に取り

組みます。 

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化 

（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ） 

今後の給水人口及び水需要の減少見通しを踏まえ、適正な施設・設備

の規模を検討し、施設更新時の検討事項に反映します。 

広 域 化 

 「島根県水道事業の連携に関する検討会」に参画し、近隣市町村とと

もに広域連携のあり方について検討し、経営の効率化、健全化を進め

ます。 

そ の 他 の 取 組 
簡易水道の統合により不要となった水道資産については、売却、貸付

などの可否について検討します。 

 

  ②財源についての検討状況等 

料 金 
旧簡易水道の高料金対策に要する繰入金が皆減となる令和 10 年度

を目途に、水道料金の見直しを検討します。 

企 業 債 

建設改良費に国庫補助を充当した残額が 6 億円を上回る年度にお

いては、企業債による資金調達は、建設改良事業費の 70％を上限と

し、6億円を下回る年度は 50％程度に抑制し、企業債償還残高の削

減に取り組みます。 

繰 入 金 

一般会計からの繰入金は、一般行政施策としての性格を有する経費と

して、事前に市長部局と協議済みの経費及び総務省の示す基準内繰

入金のみとし、赤字補てんとしての繰入れは行わないこととします。 

【単位：千円(税抜)】 



27 

 

資産の有効活用等（*1）による      

収 入 増 加 の 取 組 
遊休資産については、売却、貸付などの有効活用策を検討します。 

そ の 他 の 取 組 
資金調達、債券運用の有利な方法について、先進自治体の取り組み

状況を踏まえ、検討を進めます。 

*1 遊休資産の売却や貸付、債券運用の導入、小水力発電や太陽光発電など 

 

  ③投資以外の経費についての検討状況等 

委 託 料 現在の外部委託の仕様や積算を精査し、委託料の最適化を図ります。 

修 繕 費 

老朽化の進行による各施設の修繕費増加が見込まれることから、令

和 2 年度の修繕費を基準に毎年度 3％程度を加算しますが、定期的

な漏水調査や予防保全的な補修の実施により、修繕費の削減を図り

ます。 

動 力 費 
現在の配水ルートを再検証し、施設運営に係る水道水供給を最適化す

ることで経常経費の縮減を図ります。 

職 員 給 与 費 

公共下水道事業特別会計が令和 2年度に公営企業会計へ移行し、

また、他の下水道系特別会計も令和 6年度に公営企業会計に移行

する予定です。経理部門の一元化等、組織の合理化を検討し、業

務量に応じた適正な職員配置となるよう見直しを図ります。 

そ の 他 の 取 組 

自治体境界をまたがる事業の広域化により経費抑制が可能か、島根県

や近接市町村と検討を進めます。 

水道料金と下水道料金の請求手続きの一元化を検討し、印刷製本費

や郵送費等の節減を図ります。 
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 ７.経営戦略の事後検証、改定等に関する事項 

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、 

改 定 等 に 関 す る 事 項 

本経営戦略の進捗は、毎年度、決算及び投資・財政計画（収支計画）

の実績値に基づいて事後的に評価・検証を行いながら管理（モニタ

リング）します。また、社会環境等の変化により、本経営戦略策定

時の状況と実態との間に大きな乖離が生じることも想定されます。

そのため、本経営戦略の記載内容及び投資・財政計画（収支計画）

については、概ね 5 年ごとの定期的な見直し（ローリング）を行う

こととし、環境変化等を踏まえた目標の再設定や戦略の修正・再策

定の検討など、必要な改善を行います。 

 

モニタリング：毎年度の評価 

・毎年度、決算及び投資・財政計画（収支計画）の実績値を把握し、

計画値との乖離度合いを確認します。 

・毎年度、計画値と実績値に著しい乖離がある場合は、その原因を

分析し、対策を検討します。 

・毎年度、経営比較分析表を活用して各指標を確認し、本市水道事

業の現状を正しく把握して将来の政策形成の参考とします。 

 

ローリング：概ね 5 年ごとの見直し 

・5 年ごとに、投資・財政計画（収支計画）における実績値の推移

を把握し、目標の適正性を検証します。 

・5 年ごとに、将来見通しの再評価と各種施策との整合性評価を行

います。 

・5年ごとに、投資の実施状況を検証します。 

・5年ごとに、課題の洗い出しを行い、施策の方向性を確認します。 

 

 

 



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 収益収支(R4以降高料金繰出有)

（単位：千円，％）
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度
（ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 予 算 ） （ 予 算 ） （ 見 込 ） （ 見 込 ） （ 見 込 ） （ 見 込 ） （ 見 込 ） （ 見 込 ） （ 見 込 ） （ 見 込 ） （ 見 込 ）

１． (A) 1,150,028 1,222,668 1,275,330 1,210,359 1,180,334 1,163,666 1,139,690 1,098,485 1,086,294 1,054,454 1,012,788 993,222 963,926
(1) 1,103,916 1,186,556 1,219,481 1,171,524 1,136,153 1,119,968 1,094,096 1,055,431 1,042,162 1,010,335 968,563 949,339 919,836
(2) (B) － － 93 91 － － － － － － － － －
(3) 46,112 36,111 55,756 38,744 44,181 43,698 45,595 43,054 44,132 44,120 44,225 43,883 44,090

２． 880,187 803,291 659,206 631,169 605,287 571,023 525,570 489,268 465,723 458,035 456,914 456,716 456,470
(1) 421,661 342,555 231,757 212,176 187,867 153,648 105,994 68,855 42,617 29,976 27,038 24,717 23,381

250,661 235,555 231,757 212,176 187,867 153,648 105,994 68,855 42,617 29,976 27,038 24,717 23,381
171,000 107,000 － － － － － － － － － － －

(2) 457,327 458,094 426,372 417,912 417,420 417,374 419,575 420,414 423,106 428,060 429,876 431,999 433,089
(3) 1,199 2,642 1,077 1,081 － － － － － － － － －

(C) 2,030,215 2,025,959 1,934,536 1,841,528 1,785,621 1,734,689 1,665,260 1,587,754 1,552,018 1,512,490 1,469,702 1,449,938 1,420,396
１． 1,554,102 1,571,050 1,635,807 1,577,359 1,500,702 1,494,485 1,517,379 1,508,934 1,511,661 1,518,538 1,519,033 1,528,463 1,535,864
(1) 207,232 209,661 212,657 200,672 198,248 195,025 198,214 188,050 190,769 187,751 188,558 187,925 188,578

158,308 156,961 157,930 156,927 146,797 145,499 145,989 137,665 140,680 137,426 138,281 137,550 138,321
27,165 26,954 26,262 24,159 25,792 25,404 26,050 25,749 25,734 25,844 25,776 25,785 25,802
21,759 25,746 28,465 19,586 25,659 24,122 26,176 24,636 24,355 24,481 24,501 24,590 24,456

(2) 396,605 421,771 523,623 504,153 426,997 425,674 433,664 434,092 438,232 442,053 442,685 447,681 450,902
119,549 111,435 127,105 117,461 109,122 108,644 107,195 104,441 104,159 101,988 98,749 97,757 95,666
127,237 140,327 177,022 158,080 144,628 148,833 153,282 157,865 162,585 167,469 172,458 177,617 182,930

1,152 1,407 3,825 3,800 1,957 2,867 2,857 2,870 2,870 2,684 2,830 2,822 2,815
148,668 168,602 215,671 224,812 171,291 165,330 170,330 168,916 168,618 169,912 168,648 169,485 169,491

(3) 950,264 939,618 899,527 872,534 875,457 873,786 885,500 886,793 882,659 888,734 887,791 892,858 896,383
２． 202,130 193,641 174,403 161,685 142,289 129,180 119,850 107,756 99,119 90,904 84,324 78,838 73,829
(1) 157,035 142,169 128,293 115,675 97,561 84,311 72,827 62,348 52,831 44,561 37,810 32,171 27,409
(2) 45,095 51,472 46,110 46,010 44,728 44,869 47,023 45,407 46,287 46,343 46,514 46,667 46,420

(D) 1,756,231 1,764,691 1,810,210 1,739,044 1,642,990 1,623,665 1,637,229 1,616,690 1,610,779 1,609,442 1,603,357 1,607,301 1,609,693
(E) 273,984 261,268 124,326 102,484 142,631 111,024 28,031 △28,936 △58,762 △96,952 △133,655 △157,363 △189,297
(F) 9,079 2,140 1 1,401 － － － － － － － － －
(G) 413 37,017 2,790 2,729 － － － － － － － － －
(H) 8,666 △34,877 △2,789 △1,328 － － － － － － － － －

282,649 226,392 121,537 101,156 142,631 111,024 28,031 △28,936 △58,762 △96,952 △133,655 △157,363 △189,297
(I) 1,952,898 2,179,290 2,300,827 2,401,983 2,544,613 2,655,638 2,683,668 2,654,732 2,595,971 2,499,018 2,365,364 2,208,000 2,018,704
(J) 1,301,030 1,701,300 1,710,387 1,616,540 1,589,441 1,417,747 1,185,317 1,045,756 891,828 779,026 654,674 516,438 343,259

238,790 309,184 278,727 255,490 259,806 268,399 274,321 267,349 265,073 266,990 268,426 268,432 267,254
(K) 1,053,900 1,222,203 1,112,431 1,035,689 972,826 978,498 964,203 901,537 805,282 745,438 701,963 680,911 701,445

774,381 780,552 794,942 741,958 689,811 668,366 644,521 603,025 507,325 443,578 396,335 376,183 399,708

262,379 425,532 301,284 278,447 283,015 310,131 319,682 298,512 297,957 301,859 305,628 304,728 301,737
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 1,150,028 1,222,668 1,275,237 1,210,268 1,180,334 1,163,666 1,139,690 1,098,485 1,086,294 1,054,454 1,012,788 993,222 963,926

(N)

(O)

(P)

特 別 利 益

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入
長 期 前 受 金 戻 入
そ の 他

収 入 計

動 力 費
修 繕 費

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

支 払 利 息

営 業 収 益
料 金 収 入

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

受 託 工 事 収 益
そ の 他

営 業 外 収 益
補 助 金

他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

経 費

材 料 費

流 動 負 債
う ち 建 設 改 良 費 分

特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)
当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)

そ の 他
支 出 計

経 常 損 益 (C)-(D)

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額
営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

流 動 資 産
う ち 未 収 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

投資・財政計画

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　　　　度
　　区　　　　　　分

う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 資本収支(R4以降高料金繰出有)

（単位：千円）
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度
（ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 予 算 ） （ 予 算 ） （ 見 込 ） （ 見 込 ） （ 見 込 ） （ 見 込 ） （ 見 込 ） （ 見 込 ） （ 見 込 ） （ 見 込 ） （ 見 込 ）

１． 320,100 411,200 700,000 421,700 432,000 432,000 432,000 432,000 432,000 432,000 432,000 432,000 432,000
－ － － － － － － － － － － － －

２． － － － － － － － － － － － － －
３． 319,872 319,971 324,485 332,613 313,751 290,444 281,744 267,279 247,643 206,757 165,856 131,712 113,575
４． － － － － － － － － － － － － －
５． － － － － － － － － － － － － －
６． 95,080 153,721 175,000 116,666 188,103 188,103 188,103 188,103 188,103 188,103 188,103 188,103 188,103
７． 0 56 － 118 － － － － － － － 0 0
８． 33,803 110,457 157,223 148,931 120,000 180,000 180,000 120,000 120,000 144,000 148,800 142,560 135,072
９． － － － － － － － － － － － 0 0

(A) 768,855 995,404 1,356,708 1,020,028 1,053,854 1,090,547 1,081,847 1,007,382 987,746 970,860 934,759 894,375 868,750

(B)

(C) 768,855 995,404 1,356,708 1,020,028 1,053,854 1,090,547 1,081,847 1,007,382 987,746 970,860 934,759 894,375 868,750
１． 659,615 831,352 1,227,728 986,976 1,005,269 1,205,269 1,205,269 1,005,269 1,005,269 1,005,269 1,005,269 1,005,269 1,005,269

22,396 27,124 24,997 30,766 25,598 26,176 26,932 26,894 27,273 26,575 26,770 26,889 26,880
２． 767,195 774,381 780,552 794,942 741,958 689,811 668,366 644,521 603,025 507,325 443,578 396,335 376,183
３． － － － － － － － － － － － － －
４． － － － － － － － － － － － － －
５． － － － － － － － － － － － － －

(D) 1,426,810 1,605,733 2,008,280 1,781,918 1,747,227 1,895,080 1,873,635 1,649,790 1,608,294 1,512,594 1,448,847 1,401,604 1,381,452

(E) 657,955 610,328 651,572 761,890 693,373 804,533 791,788 642,407 620,548 541,734 514,088 507,228 512,702

１． 603,599 537,272 601,572 711,890 643,373 754,533 741,788 592,407 570,548 491,734 464,088 457,228 462,702
２． － － － － － － － － － － － － －
３． － － － － － － － － － － － － －
４． 54,356 73,057 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000

(F) 657,955 610,328 651,572 761,890 693,373 804,533 791,788 642,407 620,548 541,734 514,088 507,228 512,702
－ － － － － － － － － － － － －

(G)
(H) 8,848,410 8,485,230 8,404,678 8,031,436 7,721,478 7,463,667 7,227,300 7,014,779 6,843,755 6,768,430 6,756,852 6,792,517 6,848,334

○他会計繰入金 （単位：千円）
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度
（ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 予 算 ） （ 見 込 ） （ 見 込 ） （ 見 込 ） （ 見 込 ） （ 見 込 ） （ 見 込 ） （ 見 込 ） （ 見 込 ） （ 見 込 ） （ 見 込 ）

425,772 342,555 235,757 212,176 187,867 153,648 105,994 68,855 42,617 29,976 27,038 24,717 23,381
219,296 205,891 202,613 184,768 162,234 129,792 83,834 48,368 23,635 12,415 10,737 9,476 8,754
206,476 136,664 33,144 27,409 25,633 23,857 22,160 20,487 18,982 17,561 16,301 15,241 14,627
319,872 319,971 324,485 332,613 313,751 290,444 281,744 267,279 247,643 206,757 165,856 131,712 113,575
242,919 241,359 242,176 248,568 227,931 207,794 197,398 188,424 170,912 137,800 106,835 87,607 70,813
76,953 78,612 82,309 84,045 85,820 82,650 84,346 78,855 76,731 68,957 59,021 44,105 42,762

745,644 662,526 560,242 544,789 501,618 444,092 387,739 336,134 290,260 236,733 192,894 156,429 136,956

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金
固 定 資 産 売 却 代 金

計

工 事 負 担 金
そ の 他

計
(A)のうち翌年度へ繰り越さ

れる支出の財源充当額
純 計

う ち 資 本 費 平 準 化 債
他 会 計 出 資 金
他 会 計 補 助 金
他 会 計 負 担 金
他 会 計 借 入 金

合 計

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)
他 会 計 借 入 金 残 高
企 業 債 残 高

収 益 的 収 支 分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　　　度
　　区　　　　　　分

う ち 基 準 外 繰 入 金
う ち 基 準 内 繰 入 金

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金
利 益 剰 余 金 処 分 額
繰 越 工 事 資 金
そ の 他

計

投資・財政計画

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　　　度
　　区　　　　　　分

う ち 基 準 内 繰 入 金
う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

(A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費
う ち 職 員 給 与 費
企 業 債 償 還 金
他 会 計 長 期 借 入 返 還 金
他 会 計 へ の 支 出 金
そ の 他

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

企 業 債


